
参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 4 - 2

【事業概要、基幹事業との関連性】

　北浜地区被災市街地復興土地区画整理事業（D17-4）の実施に伴う調査設計

を行うもの。

　仮換地指定後、地権者の意向により地区内外にまたがる権利の変動が生じ、

事業計画等の変更が必要となった。

　資金計画の変更による「事業計画(変更)」図書作成や、権利者説明会、審議会

を行うもの。運営するための「合意形成対応」を行う。

　「換地設計(変更)」は地区内外にまたがる権利の変動が生じることに対応する

ため、換地設計の一部を変更するもの。権利変動後分筆も生じることから、

「測量設計」「用地測量」を計上する。

　「工事実施に伴う軟弱地盤解析」は前年度に行った試験盛土調査の結果を反映し、

実際の盛土造成工事を進めるための詳細な設計を行う。

【経費の内訳】

調査設計費   １５，０００千円

設計業務(事業計画(変更)・換地設計(変更)・合意形成対応)

測量業務(測量調査・用地測量)

解析等調査(工事実施に伴う軟弱地盤解析)

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 15,000（千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 事業計画(変更)策定事業



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 17 - 5 - 2

【事業概要、基幹事業との関連性】

　藤倉地区被災市街地復興土地区画整理事業（D17-5）の早期事業着手に資するた

め、工事実施に必要となる測量・設計を行うもの。

　街区点測設・合意形成対応は、工事前の調査として、公共用地と宅地の境界を明

確にするため境界杭を設置する「街区点測設」を行うことや資金計画の変更による

「事業計画（変更）・実施計画（変更）」図書作成や権利者説明会、審議会を運営

するための「合意形成対応」を行う。

【経費の内訳】

　調査設計費（街区点測設・事業計画変更・合意形成対応）　９，８００千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 9,800（千円）

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 事業計画（変更）策定事業


